
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2019年5月30日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算しています。
※当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

LOファンズ‒プラネタリー・
トランジション
（円ヘッジ有・円建て）

現金等

資産構成（単位：百万円）

期間収益率

5 3.2％

LOファンズ‒グローバル・
クライメイト・ボンド
（円ヘッジ有・円建て）

89 50.2％

83 46.6％

※組入比率は本ファンドの純資産総額に対する比率です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、マイナスとなる場合が
あります。

純資産総額 1.79億円

基準価額等の推移

金額 比率ファンド

運用実績（為替ヘッジあり）

基準価額 8,924円 前月末比 ▲1円

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年4月30日基準（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

‒13.74％ ‒8.31％

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年 ３年

‒10.76％ ‒0.01％ ‒2.95％ ‒4.47％ ‒3.09％

５年

第5期

0円分配金 0円 0円 0円 0円 0円

設定来累計
決算日 2020/5/28 2021/5/28 2022/5/30 2023/5/29 2024/5/28

第4期

収益分配金（税引前）推移

決算期 第1期 第2期 第3期

（円） （億円）
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25,000
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純資産総額（右軸）
基準価額（左軸）
税引前分配金再投資基準価額（左軸）
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※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2019年5月30日

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は、信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算しています。
※当ファンドの設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

10.70億円

基準価額等の推移

運用実績（為替ヘッジなし）

基準価額 13,739円 前月末比 ▲485円 純資産総額

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年4月30日基準（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

期間収益率

資産構成（単位：百万円）

金額 比率

現金等 58 5.5％

LOファンズ‒プラネタリー・
トランジション
（円ヘッジ無・ユーロ建て）

※組入比率は本ファンドの純資産総額に対する比率です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、マイナスとなる場合が
あります。

LOファンズ‒グローバル・
クライメイト・ボンド
（円ヘッジ無・ユーロ建て）

533 49.8％

478 44.7％

ファンド

３年 ５年

37.39％ ‒3.41％ ‒7.64％ ‒8.49％ ‒6.39％ 9.63％ 41.17％

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年

第3期 第4期

2022/5/30 2023/5/29

収益分配金（税引前）推移

決算日 2020/5/28 2021/5/28

決算期 第1期 第2期

分配金 0円 0円 0円 0円

2024/5/28

0円 0円

設定来累計
第5期

（円） （億円）
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純資産総額（右軸）
基準価額（左軸）
税引前分配金再投資基準価額（左軸）
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※2023年5月より「LOファンズ ‒ クライメイト・トランジション」は「LOファンズ ‒ プラネタリー・トランジション」に名称変更されました。
※上記比率はいずれも組入投資信託証券の純資産総額に対する割合です。
※各構成比率については、四捨五入の関係上、合計が100％とならない場合があります。
※業種（セクター）別構成は世界産業分類基準（GICS）による分類です。

通貨別構成

追加型投信／内外／資産複合

主要組入投資信託証券の運用概況

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし） 2025年4月30日基準

※下記「主要組入投資信託証券の運用概況」のデータ及びコメントつきましては、本ファンドの主要投資対象である「LOファンズ‒プラネタリー・トランジション」
   及び「LOファンズ‒グローバル・クライメイト・ボンド」をそれぞれ運用するロンバー・オディエ・アセット・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッド又はロンバー・
※オディエ・アセット・マネジメント（ヨーロッパ）リミテッド／アファーマティブ・インベストメント・マネジメント・パートナーズ・リミテッド（AIM）（以下、
※「ロンバー・オディエ社」と総称することとします）からの資料を基にＳＢＩアセットマネジメントにて作成しています。

国・地域別構成 業種（セクター）別構成

LOファンズ‒プラネタリー・トランジション株式 2025年4月末基準

64.6％

11.6％

8.0％

4.9％

3.4％

3.1％

1.9％

1.0％

1.0％

0.5％

米ドル

英ポンド

ユーロ

香港ドル

日本円

台湾ドル

スイスフラン

韓国ウォン

スウェーデンクローナ

カナダドル

57.8％

11.0％

4.9％

3.4％

3.1％

2.6％

2.2％

2.0％

8.7％

4.5％

米国

英国

中国

日本

台湾

イタリア

カナダ

オランダ

その他

現金・その他

26.5％

22.7％

13.1％

13.0％

11.0％

4.7％

1.9％

1.5％

1.3％

4.5％

情報技術

資本財・サービス

素材

一般消費財・サービス

公益事業

コミュニケーション・サービス

ヘルスケア

不動産

生活必需品

現金等

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



※上記比率は組入投資信託証券の純資産総額に対する割合です。
※組入上位10銘柄に記載の国・地域名は、発行国を表示しているため、主要取引所国とは一致しない場合があります。
※業種は世界産業分類基準（GICS）による分類です。

2025年4月末基準

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし） 2025年4月30日基準
追加型投信／内外／資産複合

主要組入投資信託証券の運用概況

株式 LOファンズ‒プラネタリー・トランジション

2

3

1

素材

銘柄名

エヌビディア (NVIDIA Corp)

アルファベット (Alphabet Inc)

アマゾン・ドット・コム (Amazon.com, Inc)

米国 情報技術

米国 コミュニケーション・サービス

米国 一般消費財・サービス

業種

6

7

4

5 クラウン・ホールディングス (Crown Holdings, Inc)

ネクステラ・エナジー (NextEra Energy, Inc)

SSE (SSE PLC)

エネル (Enel SpA)

2.2％

米国

イタリア 公益事業

米国

組入上位10銘柄

米国 情報技術

公益事業

英国 公益事業

国・地域

2.2％

2.1％

比率

4.8％

3.0％

2.9％

2.6％

2.4％

2.4％

組入銘柄数 64銘柄

米国 情報技術

PTC (PTC Inc)10 米国 情報技術 2.0％

8 ケイデンス・デザイン・システムズ (Cadence Design Systems, Inc)

9 マイクロソフト (Microsoft Corp)

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



※国・地域は発行国を表示しているため、主要取引所国とは一致しない場合があります。
※業種は世界産業分類基準（GICS）による分類です。
※事業紹介は本ファンドのご理解を深めていただくために作成したものであり、個別銘柄への投資を推奨するものではありません。
※上表に記載の内容は基準日現在のものであり、将来予告なく変更される場合があります。

銘柄名

エヌビディア (NVIDIA Corp)

アルファベット (Alphabet Inc) 米国 コミュニケーション・サービス

3次元（3D）グラフィックスプロセッサーと関 連ソフトウエアの設計・開発・販売会社。同社の製品は、主要パソコン向けに双方向3D
グ ラフィックスを提供する。

2 ウェブベースの検索、広告、地図、ソフトウエア・アプリケーション、モバイルオペレーティングシステム、消費者コンテンツ、業務用ソリュー
ション、eコマース、ハードウエア製品などを提供する。

国・地域 業種

事業紹介

1

米国 情報技術

アマゾン・ドット・コム (Amazon.com, Inc) 米国 一般消費財・サービス

5 容器メーカー。世界各地で消費者製品用の容器を設計、製造、販売する。主要製品は食品、飲料、家庭用のスチールおよ びアル
ミ缶、その他消費者製品。金属製のふたや、密閉容器をはじめディスペンサーなど も手掛ける。

クラウン・ホールディングス (Crown Holdings, Inc) 米国 素材

4 多国籍電力会社。世界の電力、ガス、再生可能エネルギーの総合事業に従事。世界各地の企業・家庭のエンドユーザー向けにエネ
ルギーの生産や配電を手掛ける。欧州、北中南米、アフリカ、アジア、およびオセアニアで風力、太陽光、地熱、水力発電所を管理す
る。

エネル (Enel SpA) イタリア 公益事業

3 オンライン小売会社。多岐にわたる製品 を販売する。主な製品は、書籍、音楽、ビデオテープ、コンピューター、電子機器、家庭 ・園
芸用品など。顧客別にカスタマイズされたショッピングサービス、ウェブ上でのクレ ジットカード決済、および顧客への直接配送を手掛け
る。

主要組入投資信託証券の運用概況

株式 LOファンズ‒プラネタリー・トランジション

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし） 2025年4月30日基準
追加型投信／内外／資産複合

2025年4月末基準

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 5



※上記比率はいずれも組入投資信託証券の純資産総額に対する割合です。
※格付はS&P社、ムーディーズ社の内、最も高い格付けを表示。なお、両社に格付けがない場合にはフィッチ社の格付けを採用しています。
※各構成比率については、四捨五入の関係上、合計が100％とならない場合があります。

債券格付け構成 債券種別構成

地域別構成

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年4月30日基準（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）
追加型投信／内外／資産複合

主要組入投資信託証券の運用概況

債券 2025年4月末基準LOファンズ‒グローバル・クライメイト・ボンド

通貨別構成

47.5％

32.0％

10.4％

6.9％

2.1％

1.0％

政府機関債

社債

証券

国債

地方債

現金・その他

30.7％

24.0％

23.5％

15.7％

3.5％

1.5％

1.0％

西欧

アジア／太平洋

国際機関

北米

中央ヨーロッパ／
中東／アフリカ

中南米

現金・その他

43.9％

22.9％

10.8％

4.6％

4.0％

2.9％

2.4％

2.4％

2.1％

4.1％

米ドル

ユーロ

日本円

中国人民元

英ポンド

中国人民元（オフ
ショア）

カナダドル

豪ドル

韓国ウォン

その他

43.6％

15.6％

21.3％

14.4％

4.2％

1.0％

AAA

AA

A

BBB

BB以下

現金・その他

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 6



※「クーポン」とは、額面金額に対する単年の利息の割合です。
※平均格付とは、基準日時点での当ファンドの組入投資信託証券にかかる信用格付を加重平均したものです。そのため、本ファンドにかかる格付ではありません。
※「修正デュレーション」とは、債券投資におけるリスク度合いを表す指標です。金利変動に対する債券価格の感応度（リスクの大きさ）を表しています。
　　デュレーションが長いほど債券価格の感応度は大きくなります。
※「最終利回り」とは、満期までの保有を前提とした場合における、投資元本に対する収益の割合を表す指標です。
※記載の内容は基準日現在のものであり、将来における運用成果を約束するものではありません。

※比率は組入投資信託証券の純資産総額に対する割合です。
※格付はS&P社、ムーディーズ社の内、最も高い格付けを表示。なお、両社に格付けがない場合にはフィッチ社の格付けを採用しています。
※記載の内容は基準日現在のものであり、将来における運用成果を約束するものではありません。

発行体名

ドイツ復興金融公庫

8.70

最終利回り（％）

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし） 2025年4月30日基準
追加型投信／内外／資産複合

主要組入投資信託証券の運用概況

債券 LOファンズ‒グローバル・クライメイト・ボンド 2025年4月末基準

国・地域等 比率

5.1％政府機関債

クーポン 格付け償還日債券種別

組入上位10銘柄

※データの分類方法や評価基準日の一部が異なる場合があるため、概算値となりますのでご留意ください。また、掲載データに関する情報の正確性、信頼性、完全性を保証するものではありません。

ポートフォリオ構成

平均クーポン（％）

平均残存期間（年）

平均格付け

修正デュレーション

組入銘柄数

8

9

6

7

4

141銘柄

5

3.85

2

AA‒

3

6.66

政府機関債

政府機関債

3.29

1

10

3.0％

3.0％

1.5％

1.5％

4.8％政府機関債

国債

政府機関債

政府機関債

3.6％

7.25％ 2027/1/21

2052/12/1

AAA

AAA

2044/1/24

1.4％

1.4％

3.75％

0.50％

4.38％

4.63％

欧州投資銀行

オランダ国債

社債

2029/11/28

政府機関債

2033/2/24

AAA

2030/3/13

証券化

4.38％ AAA2034/2/28

2033/2/14

2040/1/15

欧州投資銀行

米州開発銀行

韓国輸出入銀行

韓国住宅金融公社

バーサクローナン

国際復興開発銀行

連邦住宅抵当公庫（ファニー・メイ）

ドイツ

国際機関

オランダ

国際機関

国際機関

韓国

韓国

スウェーデン

国際機関

アメリカ 1.4％

4.38％

1.07％

0.11％

AAA

AAA

AA

AA

A

AAA

4.50％

2031/10/10

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 7



※ロンバー・オディエ社の資料を基にＳＢＩアセットマネジメント作成。

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

2025年4月30日基準（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

■市場動向

　4月の市場は、貿易を巡る動きの激化により、極めて不安定な展開となりました。株式市場では、ボラティリティ（VIX指数）が新型コロナウイルス危
機や世界金融危機時に見られた水準に達しました。当月は、トランプ大統領による「解放の日」の関税発表から幕を開けました。予想通りの展開では
あったものの、今回の発表の規模、範囲および手法は、市場参加者に衝撃を与えました。米国株式を中心に、景気後退懸念の高まりにより下落圧力
が強まり、関税引き上げによるインフレ圧力がリスク要因として意識されたことで、米国の金利が上昇し、米ドルは主要通貨に対して弱含みました。こうし
た当初の短絡的な反応は、米政権が様々な国家との交渉期間を設けるため一部の関税措置を90日間停止すると発表したことで一部鎮静化しまし
たが、一方で中国との貿易摩擦は一層激化しました。過去のトレンドから一転して、米国株式は世界の株式市場の中でも最も軟調に推移し、下落し
て月末を迎えました。一方、他の主要地域の株式市場はプラス圏で取引を終えました。

■ポートフォリオの運用状況

　4月の当ファンドのリターンは1.13％（Iシェアクラス、米ドル) となり、参考指数（MSCIワールド・インデックス（ネット・トータル・リターン））の
0.89％を上回りました。
　当月の当戦略のパフォーマンスは、銘柄選択がマイナスに寄与したものの、セクター配分効果により相殺されました。テーマ投資の観点から、エネルギー
セクターをアンダーウェイトとし、資本財・サービスおよび公益事業をオーバーウェイトとしたことが主にプラスに寄与しました。
　銘柄別寄与度上位銘柄は、ケイデンス・デザイン・システムズ、ナショナル・グリッド、およびバーティブ・ホールディングスでした。
　寄与度下位銘柄は、ネクステラ・エナジー、ミデア・グループ、およびBYDでした。

投資環境及びポートフォリオの運用状況

株式 LOファンズ‒プラネタリー・トランジション 2025年4月末基準

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 8



※ロンバー・オディエ社の資料を基にＳＢＩアセットマネジメント作成。

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし） 2025年4月30日基準

■市場動向

　世界各国の市場は、貿易戦争の激化、景気減速、そして根強いインフレがもたらすリスクを市場参加者が意識したことから、厳しい状況に直面しまし
た。トランプ新政権の目まぐるしく変化する関税シナリオや米国経済の健全性を巡る懸念が引き金となり、金利の変動性が高まり、市場の混乱を招きま
した。特に、トランプ政権が仕掛ける貿易戦争の激化を背景に、世界的な成長懸念が高まった結果、国債利回りは当月にかけて低下し、信用スプレッ
ドは拡大しました。関税措置の大部分は90日間停止されましたが、特に中国を含む主要な貿易相手国とのディール（取引）について、トランプ政権
がどの程度合意に至るかについては、依然として懸念が残っています。

■ポートフォリオの運用状況

　当ファンドの米ドル建てリターンは上昇しました。参考指数対比ではアンダーパフォームしました。
　4月は、主にスプレッドの拡大により、ユーロ建ておよび英ポンド建ての債券の銘柄選択が相対パフォーマンスにマイナス寄与しました。一方で、円および
豪ドルの小幅なオーバーウェイト、ならびに米ドル建て債券のイールドカーブ・ポジションがプラスに寄与し、一部相殺されました。
　米国の新たな関税措置による影響が市場に織り込まれたことで、4月のインパクトボンド市場における発行は大幅に減速しました。一方で、中国の発
行体は堅調で、Liangshan Development、Huzhou Wuzing Talent、ならびに60億人民元のソブリン・グリーンボンドを発行して大幅な応募超
過となった中国政府を含め、複数の発行体が投資家需要の取り込みを目的に資金調達を実施しました。月末にかけて、特に90日間の関税措置停
止発表を受けて市場の信頼感が回復し、Alliander、Aeroporti di Roma、Achmea、およびOmniyatなど、米国や欧州の一部の発行体がグリー
ンボンドやサステナビリティ・リンク・ボンドを発行しました。市場が比較的安定した状態を維持すれば、今後数ヵ月間にわたり、延期されていた発行案件
の増加が見込まれます。
　当ファンドにおいて、中国については、世界的に見て利回りが低いことや、最近公表された成長支援的な経済対策を踏まえ、デュレーションを小幅にア
ンダーウェイトしています。一方、米国については、不確実性は残るものの、関税やその他の孤立主義的政策により今後の経済成長鈍化に対する懸念
が高まっていることから、デュレーションはほぼニュートラルとしてます。
　当月は、急速に変化しつつある経済環境を踏まえ、ポートフォリオのポジションを調整しました。月初には、ユーロ建ておよび米ドル建て債券のスプレッ
ド・プロダクトへのエクスポージャーを若干縮小しました。また、最近のイールドカーブのスティープ化を活用し、日本円建ての長期債をいくつか購入しまし
た。加えて、米国債のデュレーションも小幅に延長しました。さらに、割安で関税の影響を比較的受けにくいと見られる低格付け債も少量購入しました。

投資環境及びポートフォリオの運用状況

債券 LOファンズ‒グローバル・クライメイト・ボンド 2025年4月末基準

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 9



追加型投信／内外／資産複合

●市況変動等により想定する配分比率から大きく乖離した場合は、適時、基本投資割合に準じた構成比率に戻す調整を行います。
●経済環境の変化等が見込まれた場合には、基本投資割合を見直す場合があります。
●ファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行い、株式部分を「LOファンズ‒プラネタリー・トランジション」、債券部分を「LOファンズ‒グローバル・クライ
●メイト・ボンド」に投資します。投資信託証券の合計組入比率は原則として高位を保ちます。

※投資対象とする投資信託証券は、委託会社の判断により変更する場合があります。投資信託証券の選定にあたっては、運用プロセスのESGに関する定義・
※投資判断の基準や運用状況等を総合的に勘案の上、決定します。

価格変動リスク

・ 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動しま
す。本ファンドはその影響により株式の価格が変動した場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。
・ 一般に公社債は、金利変動により価格が変動するリスクがあります。一般に金利が上昇した場合には価格は下落し、ファ
ンドの基準価額が値下がりする要因となります。ただし、その価格変動幅は、残存期間やクーポンレートなどの発行条件など
により債券ごとに異なります。

●「為替ヘッジあり」は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行います。
●「為替ヘッジなし」は、実質組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジを行いません。

※資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができないことがあります。

投資リスク

基準価額の変動要因
本ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。また、外貨建資産には為替リスクもあります。したがって、投資者の
皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び
損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託は預貯金と異なります。本ファンドの基準価額の主な変動要因としては以下のものがあり
ます。なお、基準価額の変動要因は以下に限定されるものではありません。

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

為替変動リスク

（為替ヘッジあり）
主要投資対象とする外国投資信託において、原則として対円での為替ヘッジを行いますが、為替変動リスクを完全に排除で
きるわけではありません。また、為替ヘッジを行う際、円金利が組入資産の通貨の金利より低い場合には、金利差相当分の
費用（為替ヘッジコスト）がかかります。
（為替ヘッジなし）
実質組入外貨建資産について、原則として対円での為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を受けます。為替相場
は、各国の経済状況、政治情勢等の様々な要因により変動します。投資先の通貨に対して円高となった場合には、基準価
額の下落要因となります。

ファンドの特色

②実質基本投資割合は、株式50％、債券50％を基準として±10％の範囲を原則とします。

①世界の株式及び債券等（社債、政府保証債、政府機関債、国際機関債等）に投資を行います。
　 なお、ファンドが投資する投資信託証券では、その運用プロセスにおいてESGやインパクト投資のスクリーニングが含まれます。

③「為替ヘッジあり」と「為替ヘッジなし」の2つのファンドがあります。

信用リスク

一般に、投資した企業の経営などに直接・間接を問わず重大な危機が生じた場合には、ファンドにも重大な損失が生じるリス
クがあります。株式の価格はデフォルト（債務不履行）や企業倒産の懸念から大きく下落（価格がゼロになることもありま
す。）することがあります。また、債券の発行体が財政難・経営不振、資金繰り悪化等に陥り、債券の利息や償還金をあら
かじめ定められた条件で支払うことができなくなる場合（債務不履行）、またはそれが予想される場合等、債券価格が下落
することがあります。このような場合、本ファンドの基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

主な変動要因

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 10



販売会社 ※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

受託会社 株式会社りそな銀行　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。流動性リスクの管理におい
ては、委託会社が規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。
取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

投資リスク

その他の留意点

リスクの管理体制

カントリーリスク 実質的な投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化、外国為替規制、資本規制、税制の変更等の事態が生じ
た場合、又はそれが予想される場合には、方針に沿った運用が困難になり、基準価額の下落要因となる可能性があります。

・ 本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・ 本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
・ 一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、
・ 基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
・ 投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・ 銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・ 収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。
・ 収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて行われる場合があります。
・ 投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・ 収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

流動性リスク
市場規模や取引量が少ない状況においては、有価証券の取得、売却時の売買価格は取引量の大きさに影響を受け、市
場実勢から期待できる価格どおりに取引できないリスク、評価価格どおりに売却できないリスク、あるいは、価格の高低に関わ
らず取引量が限られてしまうリスクがあり、その結果、不測の損失を被るリスクがあります。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 11



決算日 毎年5月28日（休業日の場合は翌営業日）

収益分配 年1回、毎決算時に収益分配方針に基づき分配を行います。
※販売会社によっては、分配金の再投資コースを設けています。詳しくは販売会社までお問い合わせください。

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、一定の要件を満たした場合にNISA（少額投資非課税制度）の適用対象となります。
当ファンドは、NISAの対象ではありません。
詳しくは、販売会社にお問い合わせください。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
※上記は、2024年11月末現在のものです。税法が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細について
は、税務専門家にご確認されることをお勧めします。

購入・換金
申込受付の中止

及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止、その他やむを得ない事情があるとき
は、購入・換金（解約）の申込の受付を中止すること及びすでに受付けた購入・換金（解約）の申込の受付を取消す場
合があります。

信託期間 2029年5月28日まで（設定日：2019年5月30日）
※信託期間の延長が有利であると認めたときは、信託期間を延長する場合があります。

繰上償還

次の場合等には、信託期間を繰り上げて償還となる場合があります。
・各ファンドの受益権の口数が10億口を下回ることとなった場合
・ファンドを償還させることが受益者のために有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

購入・換金申込
受付不可日

次のいずれかに該当する場合は、原則として購入・換金の受付を行いません。
・ルクセンブルクの銀行の休業日　・ニューヨークの銀行の休業日　・委託会社が指定する日

申込締切時間
原則として午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込みとします。
なお、受付時間を過ぎてからのお申込みは翌営業日の受付分として取扱います。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌々営業日の基準価額から信託財産留保額を差引いた価額となります。

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して7営業日目からのお支払いとなります。

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／内外／資産複合

購入価額 購入申込受付日の翌々営業日の基準価額（ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 12



投資者が信託財産で間接的に負担する費用

追加型投信／内外／資産複合

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が独自に定める手数料率を乗じた額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

信託財産留保額 換金申込受付日の翌々営業日の基準価額に0.1％を乗じた額を換金時にご負担いただきます。

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年1.177％（税抜：年1.07％）を乗じて得た額とします。信託報酬は毎日計上され、毎
計算期間の最初の６ヵ月終了日（休業日の場合は翌営業日）及び毎計算期末または信託終了のときにファンドから支
払われます。
信託報酬＝運用期間中の基準価額×信託報酬率

投資対象とする投資信託証券の信託報酬は年0.44％～年0.46％程度＊です。
＊基本投資割合で試算した信託報酬率であり、実際の組入れ状況により変動します。

ファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬を加味した、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率は、年
1.617％～年1.637％（税込）程度となります。

※投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。上記の費用等に
ついては、作成日現在の情報であり、今後変更される場合があります。

その他の費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書類等の作
成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託財産から差
引かれます。なお、これらの費用は、監査費用を除き、運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを
示すことができません。

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 13



■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
※1 株式会社ＳＢＩ証券は上記協会のほか、日本商品先物取引協会および一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。
※2 マネックス証券株式会社は上記協会のほか、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会にも加入しております。
※3 SMBC日興証券株式会社は新規申込のお取扱いを中止しております。
※4 株式会社東和銀行は、「為替ヘッジなし」のみのお取扱いとなります。

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩアセット
マネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将
来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。○投資
信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はすべて受益
者の皆様に帰属します。○当ファンドをお申込みの際には、必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様ご自身でご判断く
ださい。

本資料のご留意点

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号 ○ ○

○ ○

○

ＳＢＩ グローバル株式債券バランス・ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／内外／資産複合
（為替ヘッジあり）／（為替ヘッジなし）

日本証券業
協会

金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第44号 ○ ○

販売会社一覧

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

株式会社ＳＢＩ証券※1

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本STO協会

○ ○

○○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○ ○

株式会社イオン銀行(委託金融商品取引業
者 マネックス証券株式会社) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第633号 ○

マネックス証券株式会社※2 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号

○

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第61号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長
（登金）第624号

ＳＭＢＣ日興証券株式会社※3 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○ ○

株式会社東和銀行※4 登録金融機関 関東財務局長
（登金）第60号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第77号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商品取
引業者 マネックス証券株式会社) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号 ○ ○

株式会社ＳＢＩ新生銀行(委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) 登録金融機関 関東財務局長

（登金）第10号 ○ ○
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